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都市計画税額充当額の計算方法 

 

平成 6年度の例 

「都市計画事業費等に関する調」から 

○都市計画事業全体 

○都市計画事業としての下水道事業（単位千円） 

下水道事業費       ４，５６７，９３３千円（Ａ） 

 

財源内訳    地方債  １，１９７，６００千円 

     国・県支出金    ５１５，７５８千円 

     負担金その他    ３９４，９４７千円 

     一般財源等   ２，４５９，６２８千円（エ） 

 

都市計画税充当額（エ×ウ）  ８６８，２４９千円（Ｂ） 

  

決算額から 

○下水道事業の内の単独工事請負費 

単独工事請負費      ２，７９１，６１５，５５０円（Ｃ） 

 

単独工事請負費が都市計画事業の下水道事業に占める割合（Ｃ／Ａ） 

                      ６１．１％（Ｄ） 

単独工事請負費に対する都市計画税充当額（Ｂ×Ｄ） 

               ５３０，５００，１３９円（Ｅ） 

 

単独工事請負費に対する都市計画税充当率（Ｅ／Ｃ） 

                      １９．０％（Ｆ） 

 

都市計画事業費等    １３，２６０，１３４千円 

 

財源内訳    地方債  ３，９０２，３００千円 

     国・県支出金  １，２１２，９１３千円 

     負担金その他  １，６９５，４５７千円 

     一般財源等   ６，４４９，４６４千円（ア）    

      

都市計画税収入額     ２，２７９，６９２千円（イ） 

 

都市計画税充当割合（イ／ア）    ３５．３％（ウ） 
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